
国民健康保険・後期高齢者医療加入の皆さんへ

6 令和 3 年 7 月

　

現
在
交
付
さ
れ
て
い
る
保
険
証
の
有
効

期
限
は
7
月
31
日
（
土
）
ま
で
で
す
。
新

し
い
保
険
証
は
、
7
月
中
旬
か
ら
下
旬
に

か
け
て
簡
易
書
留
で
送
付
し
ま
す
。

　

8
月
1
日
（
日
）
以
降
に
医
療
機
関
等

で
受
診
す
る
と
き
は
、
必
ず
新
し
い
保
険

証
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

　

住
民
登
録
地
と
異
な
る
場
所
へ
保
険
証

の
郵
送
を
希
望
す
る
場
合
は
、
申
請
が
必

要
で
す
。「
顔
写
真
付
き
の
身
分
証
明
書（
写

真
な
し
の
場
合
は
２
点
）」を
お
持
ち
の
上
、

戸
籍
保
険
課
で
申
請
し
て
く
だ
さ
い
（
す

で
に
「
送
付
先
変
更
申
請
書
」
を
提
出
さ

れ
て
い
る
場
合
は
、
改
め
て
申
請
す
る
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
）。

　

な
お
、
送
付
先
を
住
民
登
録
地
へ
戻
す

場
合
に
も
申
請
が
必
要
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

保
険
証
を
更
新
し
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
が
決
定

　
「
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
額
決
定
通
知
書

兼
納
付
通
知
書
」
を
送
付
し
ま
す
。

▽�
原
則
、
特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）
と
な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る

年
金
の
額
が
年
間
18
万
円
未
満
の
方
、
も
し

く
は
介
護
保
険
料
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

料
を
合
わ
せ
た
額
が
年
金
額
の
2
分
の
1
を

超
え
る
場
合
等
は
、普
通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

▽�

口
座
振
替
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
戸
籍
保
険

課
ま
た
は
町
税
等
取
扱
金
融
機
関
へ
お
申
し

込
み
く
だ
さ
い
。
普
通
徴
収
の
納
期
は
、
7

月
か
ら
翌
年
2
月
ま
で
の
各
月
で
す
。

※�

後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
に
な
っ
て
す

ぐ
に
は
特
別
徴
収
に
は
な
り
ま
せ
ん
の
で
、

最
初
は
普
通
徴
収
（
納
付
書
等
で
の
個
別
納

付
）、
途
中
か
ら
特
別
徴
収
と
な
り
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
に
な
る
前
日

に
、
会
社
の
健
康
保
険
や
共
済
組
合
等
の
被
扶

養
者
（
国
民
健
康
保
険
お
よ
び
国
民
健
康
保
険

組
合
加
入
者
を
除
く
）
だ
っ
た
方
は
、
保
険
料

の
均
等
割
額
が
制
度
加
入
時
か
ら
２
年
間
に
限

り
５
割
軽
減
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
所
得
割
は

引
き
続
き
課
せ
ら
れ
ま
せ
ん
。

旧
被
扶
養
者
の
軽
減

保険料の計算方法

均等割額の軽減について

　　　　　　　　　　　　　
　保険料は、１人ずつ均等に負担していただく「均等割額」と、所得に応じて負担していただく「所得割額」の合計
額です。なお、１人あたりの上限額は年額64万円です。

　　　　　　　　　　　　　　
　4月1日現在の世帯状況において、同じ世帯に属する「世帯主」と「後期高齢者医療被保険者」の総所得金額等の
合計額により均等割額が軽減されます。ただし、年金所得については、通常の年金所得から特例としてさらに15
万円を控除します。

給与所得者等とは、給与所得（給与収入が55万円を超える者）または、公的年金等にかかる所得（前年の12月31日
現在65歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者、前年の12月31日現在65歳以上の
者にあっては当該公的年金等の収入金額が125万円を超える者）を有する者をいいます。　

保険料額 ＝ 均等割額 4万8,765円 ＋ 所得割額 （総所得金額等－基礎控除額）×9.64％

後期高齢者医療制度では、2年ごとに保険料率が見直されます。令和２・３年度の保険料率は、１人当たりの医療給付費の増加等
により、平成 30・令和元年度と比較して増加しています。
(参考 )平成 30・令和元年度保険料率 : 所得割率 8.76％　均等割額 4万5,379 円

※

5割軽減

2割軽減

7割軽減 ● 43 万円 +［10万円×（給与所得者等※1の人数ー 1）］以下の世帯

● 43 万円 +（28.5 万円×被保険者数）＋［10万円×（給与所得者等の人数ー 1）］以下の世帯

● 43 万円 +（52万円×被保険者数）＋［10万円×（給与所得者等の人数ー 1）］以下の世帯

※1

▲後期高齢者医療被保険証（若草色）



問合せ先　戸籍保険課　蘂 95-1116

7令和 3 年 7 月

　

現
在
交
付
さ
れ
て
い
る
保
険
証
の
有
効

期
限
は
７
月
31
日（
土
）
ま
で
で
す
。
新
し

い
保
険
証
は
、
７
月
中
旬
に
「
簡
易
書
留
」

で
送
付
し
ま
す
。

保
険
証
の
有
効
期
限
に

　
　
　
ご
注
意
く
だ
さ
い

　

国
民
健
康
保
険
証
の
有
効
期
限
は
、
８

月
１
日
か
ら
翌
年
の
７
月
31
日
ま
で
で
す
。

た
だ
し
、
次
に
該
当
さ
れ
る
方
は
有
効
期

限
が
異
な
り
ま
す
。

▽
75
歳
に
な
る
方
…
誕
生
日
の
前
日
ま
で

▽
70
歳
に
な
る
方
…
誕
生
日
の
月
末
ま
で

（
た
だ
し
、
１
日
が
誕
生
日
の
方
は
誕
生

日
の
前
日
ま
で
）

　

医
療
機
関
で
１
か
月
に
支
払
っ
た
窓
口

負
担
が
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た
場
合

は
、
後
日
申
請
に
よ
り
高
額
療
養
費
と
し

て
払
い
戻
し
さ
れ
ま
す
。
受
診
時
に
「
限

度
額
適
用
認
定
証
」
ま
た
は
「
限
度
額
適

用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」
を
医
療

機
関
に
提
示
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
己
負

担
限
度
額
ま
で
の
窓
口
負
担
で
す
み
ま
す
。

あ
ら
か
じ
め
申
請
し
て
交
付
を
受
け
て
く

だ
さ
い
。

持�
ち
物　

保
険
証
、
世
帯
主
と
認
定
証
の

発
行
を
希
望
す
る
方
の
個
人
番
号
の
分

か
る
書
類
、
顔
写
真
付
き
の
身
分
証
明

書
（
写
真
な
し
の
場
合
は
２
点
）

※�

現
在
交
付
さ
れ
て
い
る
認
定
証
の
有
効

期
限
は
７
月
31
日
（
土
）
ま
で
で
す
。

引
き
続
き
認
定
証
が
必
要
な
方
は
８
月

よ
り
申
請
を
受
け
付
け
ま
す
。

※�

70
歳
か
ら
74
歳
の
高
齢
世
帯
で
、
課
税

所
得
６
９
０
万
円
以
上
お
よ
び
一
般
の

方
（
課
税
所
得
が
１
４
５
万
円
未
満
で

非
課
税
世
帯
で
な
い
方
）
は
申
請
の
必

要
が
あ
り
ま
せ
ん
。
所
得
区
分
が
分
か

ら
な
い
方
は
、
戸
籍
保
険
課
ま
で
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※�

国
保
税
を
滞
納
し
て
い
る
と
、
認
定
証

の
交
付
を
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

入
院
等
で
医
療
費
が
高
額
に
な
る
方
へ

後
期
高
齢
者
医
療 

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

国
民
健
康
保
険
証
を
更
新
し
ま
す

70 歳未満を含む世帯に係る自己負担限度額70歳から 74 歳の高齢世帯に係る自己負担限度額

所得区分

所得901万円超課税所得
690万円以上

課税所得
380万円以上

課税所得
145万円以上

一　般

低所得Ⅱ
低所得Ⅰ

25万2,600円＋
（総医療費ー84万2,000円）×1％
【4回目以降14万100円】

16万7,400円＋
（総医療費ー55万8,000円）×1％
【4回目以降9万3,000円】

8万100円＋
（総医療費ー26万7,000円）×1％
【4回目以降4万4,400円】

25万2,600円＋（総医療費ー84万2,000円）×1％
【4回目以降14万100円】

16万7,400円＋（総医療費ー55万8,000円）×1％
【4回目以降9万3,000円】

8万100円＋（総医療費ー26万7,000円）×1％
【4回目以降4万4,400円】

5万7,600円
【4回目以降4万4,400円】

3万5,400円
【4回目以降2万4,600円】

2万4,600円
1万5,000円

8,000円
所得210万円以下

住民税非課税世帯

所得600万円超
901万円以下

所得210万円超
600万円以下

自己負担限度額所得区分 自己負担限度額外来
（個人単位）

1万8,000円
（年間上限14万4,000円）

5万7,600円
【4回目以降4万4,400円】

（世帯単位）

所得区分は、総所得金額等から43万円を控除した金額
になります。
【　】の金額は、過去12か月以内に4回以上、上限額に
達した場合は、４回目から多数回該当となり、上限が下
がります。

課税所得145万円以上の場合でも、世帯収入の合計金額
が520万円未満（1人世帯の場合は383万円未満）の場合
や総所得金額等から43万円を控除した金額の合計額が
210万円以下の場合は、申請により一般となります。
【　】の金額は、過去12か月以内に4回以上、上限額に達
した場合は、４回目から多数回該当となり、上限が下が
ります。

※

※

※

※

　

保
険
料
の
算
定
方
法
や
保
険
証
の
負
担

割
合
等
に
つ
い
て
は
、
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー

へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

蘂�

０
５
７
０
ー

０
１
１
５
５
８
（
ご
利
用
に

は
通
話
料
が
か
か
り
ま
す
）

期�

間　

7
月
12
日
（
月
）
か
ら
8
月
31
日

（
火
）　

※
土
日
・
祝
日
も
開
設　

時�

間　

午
前
8
時
45
分
か
ら
午
後
５
時
15
分

注�

意　

コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
は
受
信
専
用
で

す
。
還
付
金
の
案
内
や
口
座
を
指
定
し

て
振
込
み
を
さ
せ
た
り
、
金
融
機
関
の

Ａ
Ｔ
Ｍ
の
操
作
を
指
示
し
た
り
す
る
こ

と
は
一
切
あ
り
ま
せ
ん
。


